
(注)

　みよし市においては、業績、執務態度、能力を評価し、昇格、昇給等の人事管理及び勤勉手当の
成績率の決定等の基礎資料にしている。

Ｄ　良好でない ０ ０

２　勤勉手当
　評語に応じ、令和元年度支給の勤勉手当の標準の成績率に管理職員は20％から
△20％まで(監督職員は10％から△10％まで、監督職員以外の職員は２％から△
２％まで)を乗じる。

実施者数
４３３人

（内訳）市長事務部局等(市民病院除く。)：３７０人、教育委員会：６２人

評価結果の反映

　決定した評語に応じて次のように昇給及び給与に反映している。

５ ３

Ｂ　良好である ４(管理職は３) ２

Ｃ　やや良好でない ２ １

Ａ　特に良好である

１　令和２年４月１日の昇給号給数

勤務成績 55歳以下 56歳以上

Ｓ　極めて良好である ６ ４

対象者
全職員。ただし、非常勤職員、派遣受入れ職員、休職、病気休暇等により公平
な評定が実施困難な職員は除く。

評価期間 平成31年４月１日から令和２年３月31日まで

基準日 平成31年１月１日

制度の概要

　業績、態度、能力の３つの領域で評価を行い、この評価を総合して最終評価
を決定する。最終評価はＳからＤまでの５段階で評価する。

Ｓ　極めて良好である　　Ａ　特に良好である　　Ｂ　良好である

Ｃ　やや良好でない　　Ｄ　良好でない
　客観的で公正な評価を行い、評価の信頼度を向上させるため、複数の評価者
で評価する。

評価区分 管理職、監督職、一般職

計 559人 527人

２　職員の人事評価の状況

　職員数は一般職に属する職員数（任期付及び派遣受入職員を含む。）であり、地方公務員の
身分を保有する休職者、再任用、派遣職員、臨時又は非常勤職員を除いてあります。

市長事務部局等 494人 466人

教育委員会 65人 61人

5人 59人

区分
職員定数 職員数

任命権者

9人 12人 2人 12人 35人

　(2)　職員数（平成31年４月１日現在）

計 39人 6人 9人

0人 5人

8人 8人 2人 12人 30人

1人 4人 0人教育委員会 11人 0人 1人 3人

任期満了(再任用含む)

15人

派遣受入満了 その他 計

市長事務部局等 28人 6人 8人 2人 44人

区分 H31.4.1採用者 R2.3.31退職者

任命権者 新規採用 任期付 再任用 派遣受入等 計 定年

　　　令和元年度におけるみよし市の人事行政の運営等の状況について

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1)　令和元年度における職員の任免の状況



(注)

(注)

1,401 千円

1,490 千円

1,361 千円

病院・下水道事業以外

病院事業

下水道事業

　職員数は平成31年４月１日現在の職員数であり、職員手当には退職手当は含まれていない。

　採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給（その年度に給与改定があった場合
は、改定後の金額）と、その者が勤務成績が良好と仮定した場合に２年後に受けることとなる給料
額について掲げたものである。

0.950月分

0.950月分

1.900月分計

期末

期末･勤勉
手当

0.900月分

2.600月分 2.200月分 2.300月分

0.450月分 0.550月分0.625月分0.725月分

0.450月分

1.150月分

12月期 1.300月分 1.100月分 1.150月分

(再任用)管理職員

0.625月分

(再任用)管理職員以外

0.550月分

勤勉

監督職員 管理職員

６月期 1.300月分 1.100月分

26人

(8)　職員手当の状況（令和２年４月１日現在）

再任用以外 一般・監督職員 管理職員 一般職員

教育 病院 下水道 その他

職員数 566人 331人 63人 137人 9人

行政職員 301,932円 413,441円 39.4歳

(7)　部門別職員数（令和２年４月１日現在）

区分 合計
普通会計部門 公営企業等会計部門

一般行政

9.9% 23.2% 22.4% 100.0%

(6)　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和２年４月１日現在）

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

27人 63人 61人 272人

構成比 3.7% 4.0% 10.3% 13.6% 12.9%

主査
主事
技師

主事･技師
主事補･技
師補

職員数 10人 11人 28人 37人 35人

３級 ２級 １級 計

標準的な
職務内容

部長 次長
課長
主幹

副主幹
主任
主査

区分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級

大学卒 262,275円 359,860円 380,529円 387,320円

(5)　一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）

165,900円

(4)　行政職員の経験年数別平均給料（令和２年４月１日現在）

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

(3)　職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

区分 初任給
採用２年経過

給料額

行政職員
大学卒 188,700円 201,200円

高校卒 154,900円

394人 1,323,044千円 419,057千円 559,665千円 2,301,766千円 5,842千円

(2)　職員給与費の状況（令和元年度普通会計決算）

職員数　Ａ
給与費 1人当たり

給料費 Ｂ／Ａ給料 期末･勤勉手当以外の職員手当 期末･勤勉手当 計　Ｂ

61,145人 27,620,031千円 1,780,301千円 3,403,399千円 12.3%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

３　職員の給与の状況

(1)　人件費の状況（令和元年度普通会計決算）

住民基本台帳人口
歳出額　Ａ 実質収支 人件費　Ｂ

人件費率
Ｂ／Ａ令和２年１月１日

1.100月分

再任用

６月期

12月期

計

(再任用)管理職員以外

※職制上の段階、職務の級等による加算措置　有（5～20％）

0.725月分

1.450月分

(再任用)管理職員

1.250月分

職員１人当たり平均支給額
（令和元年度）



※定年前の早期退職特例措置（2～45％加算）あり

支給実績（令和元年度普通会計決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 円

みよし市 ％ 人 ％

みよし市以外 ％ 人 ％

職員1人当たり平均支給年額

内容（令和元年度）

配偶者6,500円、扶養親族たる子については1
人につき10,000円、父母等については１人に
つき6,500円

借家･借間居住者12,000円を超える家賃の額
に応じて最高27,000円まで支給
病院事業は、借家･借間居住者16,000円を超
える家賃の額に応じて最高28,000円まで支給

交通機関利用者 運賃相当額の範囲内で最高
55,000円、自動車等使用者 自動車等の使用
距離に応じて最高35,200円

部長級 95,600円、次長級 66,900円、課長級
52,100円
病院事業は、給料月額に100分の12から20を
乗じた額

27,171 千円

217 千円

3,483 千円

387 千円

支給実績

支給職員１人当たり平均支給年額

178,927

485

千円

千円

区分（令和元年度決算）
病院・下水道事

業以外
病院事業 下水道事業

区分（令和元年度決算）
病院・下水道

事業以外 病院事業 下水道事業

0

430

10

1

危険

千円

円

％

種類

医療、事業派遣、
在宅療養支援、夜
間看護等

647,192

75

千円

円

％

種類4

47,311

代表的な手当の名称

千円

円

％

種類

902

11,874

16

7

不快、危険、税
務、用地交渉等、
訪問看護

下水道事業

936 千円

625,200 円

468,000 円

972 千円

324,000 円

674 千円

84,210 円

625 千円15,807 千円

地域手当

地域手当補正後ラスパイレス指数

支給対象職員数支給対象地域 支給率

病院事業

12,187 千円

234,358 円

7,354 千円

3.350月分常任・特別委員長 397,000円

議員 385,000円

12月期 1.675月分

計

議長 496,000円

計 3.400月分

副議長 425,000円

市長 923,000円 ６月期 1.700月分

副市長 761,000円 12月期 1.700月分

(9)　特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

区分 報酬等の月額 期末手当

住居手当

扶養手当

718,517 円

282,741 円

7,600 千円

62,870 円

749,780 円

36,085 千円

254,120 円

時間外
勤務手当

特殊勤務
手当

区分

20,886 千円

251,634 円

21,248 千円

56,661 円

157,913

350,139

10～16

45110

病院・下水道事業以外

10

0～1611

国の制度(支給率)

令和元年度に退職した職員に
支給された一人平均支給額

1,757千円 24,429千円

勤続35年 47.709000 月分

最高限度 47.709000 月分 47.709000 月分

自己都合 早期・定年

勤続20年 19.669500 月分 24.586875 月分

６月期 1.675月分

52,485 千円

令和元年度決算

支給実績

職員1人当たり平均支給年額

支給実績

退職手当

区分（令和２年度）

勤続25年 28.039500 月分

支給実績

職員1人当たり平均支給年額

支給実績

管理職手当

通勤手当

支給職員１人当たり平均支給年額

職員1人当たり平均支給年額

支給実績

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

（ラスパイレス指数）

96.6

（96.6）

33.270750 月分

39.757500 月分



0人

0人 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人 0人

0人 0人

免
職

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人 0人

教育委員会

0人

教育委員会 0人 0人 0人 0人 0人
降
任

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人

　イ　職員の意に反する降任・免職の状況

理由
勤務実績が良
くない場合

心身の故障の
ため職務遂行
に支障がある

場合

職に必要な適
格性を欠く場

合

廃職又は過員
を生じた場合 合計

処分内容

0人

計 2人 0人 0人 0人 0人 2人

教育委員会 0人 0人 0人 0人 0人

合計

区分

市長事務部局等 2人 0人 0人 0人 0人 2人

22人

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)　職員の分限処分の状況（令和元年度）

　ア　休職の状況

理由 心身の故障の
ため、長期の
休養を要する
場合

刑事事件に関
し起訴された
場合

学術に関する
事項の調査、
研究又は指導
に従事する場
合

外国の政府等の
招きにより、こ
れらの機関の業
務に従事する場
合

災害により、
生死不明又は
所在不明と
なった場合

計 1人 21人 1人 1人 2人

2人
配偶者同行休業取得者数 0人 0人 0人 0人 0人 0人

自己啓発等休業取得者数 0人 2人 0人 0人 0人

8人
育児短時間勤務をした職員数 0人 1人 0人 0人 0人 1人

部分休業取得者数 0人 8人 0人 0人 0人

女性

育児休業取得者数 1人 10人 1人 1人 2人 11人

５　職員の休業に関する状況（令和元年度中に新たに休業を取得した職員数）

区分
市長事務部局等 教育委員会 計

男性 女性 男性 女性 男性

７時間45分 ８時30分 17時15分 12時から13時まで

(2)　休暇の種類（令和２年４月１日現在）

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)　勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（令和２年４月１日現在）

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

区分 付与日数 区分 付与日数 区分 付与日数 区分 付与日数

年休 20日 病気休暇
必要と認め
られる期間

妊娠中の通
勤緩和

1日1時間以
内

妊産中又は出
産後の保健指
導

1日

生理 2日 産前休暇
予定日前8週間
（多胎妊娠の場
合は14週間）

産後休暇 8週間 子の授乳
1日2回
30分以内

妻の出産 2日
妻が出産した
場合の育児 5日 子の看護 5日

（短期）介
護

5日（要介護者
が2人の場合は

10日）

（長期）介
護

6月以内 介護時間
1日2時間以

内
公民権行使

必要と認め
られる期間

証人等出頭
必要と認め
られる期間

骨髄移植
必要と認め
られる期間

ボランティ
ア

5日 結婚 5日 忌引 1～7日

父母の祭日 1日 夏季休暇 5日 住居滅失 7日
交通遮断･退
勤途上の危険
回避

必要と認め
られる期間



3人 2人 1人

11人 3人 5人 6人

(2)　再就職先の状況（令和元年度）

再就職届出者数
再就職先の状況

市関係団体 その他

計 29人 4人

８　職員の退職管理の状況

(1)　職員の退職後の状況（令和元年度）

課長級以上の退職者数
退職後の状況

再就職届出者数 再任用 その他

②　自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0人 0人

③　①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの 29人 4人

区分 市長事務部局等 教育委員会

①　営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他
の団体の役員等を兼ねるもの

0人 0人

７　職員の服務の状況

(1)　服務制度に関する研修等の実施状況

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）に定められた地方公共団体の職員としての義務を周知
徹底するため、新規採用職員研修や階層別研修等において、服務制度に係る研修を実施した。
　また、随時通知文書により、服務規律の徹底を図った。

(2)　ハラスメント対策

　市において、ハラスメント防止要綱等を定め、人事課に相談窓口を設置して職場におけるハ
ラスメントの防止等に努めた。

(3)　営利企業等への従事許可の状況（令和元年度）

合計 0人 0人 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人教

育
委
員
会

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人市

長
部
局
等

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

(2)　職員の懲戒処分の状況（令和元年度）

処分の種類
免職 停職 減給 戒告 合計

処分事由



計 1人 0人 0.0%

妊婦分娩及び産じょく 0人 0人 0.0%

その他 1人 0人 0.0%

筋骨格系及び結合組織の疾患 0人 0人 0.0%

尿路性器系の疾患 0人 0人 0.0%

消化器系の疾患 0人 0人 0.0%

皮膚及び皮下組織の疾患 0人 0人 0.0%

循環器系の疾患 0人 0人 0.0%

呼吸器系の疾患 0人 0人 0.0%

精神及び行動の障がい 0人 0人 0.0%

神経系及び感覚器の疾患 0人 0人 0.0%

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障がい 0人 0人 0.0%

内分泌、栄養及び代謝疾患 0人 0人 0.0%

感染症及び寄生虫症 0人 0人 0.0%

新生物 0人 0人 0.0%

(注）同一職員にＤ１とＤ２があればＤ１の人数に加算した。また、出産等により実施できない場合
の減数があり、実際の職員数とは異なる。

　イ　職員の病類別死亡状況

病類別
人数

割合
市長事務部局等 教育委員会

　うちＤ１（治療を要する者） 26人 21.3% 25人 9.5%

　うちＤ２（精密検査が必要な者） 24人 19.7% 134人 50.8%

受診者 122人 100.0% 264人 100.0%

要治療又は精密検査 50人 41.0% 159人 60.2%

(3)　安全衛生管理（令和元年度）

　ア　職員健康診断

項目
健診の種類

一般健診 割合 人間ドック 割合

(2)　職員互助会（令和元年度）

掛金 市費補助金額（交付決定額） 会員数

6,415,041円 6,415,041円 649人

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)　共済組合負担金（令和元年度）

執行額 １人当たりの負担額

671,682,991円 1,267,326円

自主啓発 自己啓発支援助成 1コース 2人

計 64コース 761人

特別研修 専門研修･教養研修･視察研修 20コース 406人

派遣研修 自治大学校･市町村アカデミー･民間等団体主催研修 22コース 26人

種別 内容 コース 人

一般研修 階層別研修･管理職研修･体験研修 21コース 327人

９　職員の研修の状況

(1)　研修の概要（令和元年度）

みよし市では、各種研修に積極的に参加し、職員の意識改革・能力開発に努めた。



0件

却下
(不受理含む)

取下げ 打切り 判定 合計

件数 0件 0件 0件 0件

0件

0件 0件 0件 0件

0件

12　不利益処分に関する不服申立ての状況（令和元年度）

区分

取扱件数 終了件数
次年度へ
繰越前年度繰越 新規 合計

判定 合計

件数 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

区分

取扱件数 終了件数
次年度へ
繰越前年度繰越 新規 合計 却下

(不受理含む)
取下げ 打切り

　ウ　負担金等執行額

区分 決算額

公務災害補償基金 4,080,707円

11　勤務条件に関する措置の要求の状況（令和元年度）

市長事務部局等 1件 0件 1件

教育委員会 0件 0件 0件

0件 4件

　イ　通勤災害認定件数

区分 出勤途上 退勤途上 合計

0件 2件

計 4件 0件 0件 4件 0件 0件 0件

0件 2件

教育委員会 2件 0件 0件 2件 0件 0件 0件

その他
公務起
因性の
明らか
な疾病

計

市長事務部局等 2件 0件 0件 2件 0件 0件 0件

項目

負傷 疾病

合計自己職
務遂行
中

出張中 その他 計

公務上
の負傷
に起因
する疾
病

職業病

(4)　職員の災害補償（令和元年度）

　ア　公務災害認定件数


